
 

                   

                  

プレス発表資料 

令和 6 年 4月 9 日 

国立研究開発法人 海上・港湾・航空技術研究所 海上技術安全研究所 

 

海上・港湾・航空技術研究所、日本製鉄、今治造船の研究者らが 

『文部科学大臣表彰 科学技術賞』を共同受賞 

～ 海洋環境保全のための衝突安全性に優れた船体用高延性厚鋼板を開発 ～ 

 

国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所 海上技術安全研究所（所長 峰本健正、東京都三鷹市、以

下「海上技術安全研究所」）、日本製鉄株式会社(代表取締役社長 橋本 英二、東京都 千代田区、以下「日

本製鉄」)、および今治造船株式會社（代表取締役社長 檜垣 幸人、愛媛県今治市、以下「今治造船」）は、

開発した『衝突安全性に優れた船体用高延性厚鋼板の開発』に関して、科学技術に関する開発、理解増進等

において顕著な成果を収めた者に対してその功績を讃える「令和６年度 文部科学大臣表彰 科学技術賞(開

発部門)」を共同で受賞しました。 

 

『文部科学大臣表彰』は、科学技術に携わる者の意欲の向上を図り、我が国の科学技術水準の向上に寄与す

ることを目的とされており、特に、開発分野においては、我が国の社会経済、国民生活の発展向上等に寄与す

る画期的な研究開発若しくは発明であって、現に利活用されているものを行った個人若しくはグループ又は

これらの者を育成した個人に対して贈られます。 

 

＜受賞内容＞ 

(1) 受賞名   : 令和 6年度 文部科学大臣表彰 科学技術賞(開発部門) 

(2) 受賞件名 : 衝突安全性に優れた船体用高延性厚鋼板の開発 

(3) 受賞者 

山田安平  海上・港湾・航空技術研究所 海上技術安全研究所 海難事故解析センター センター長 

大川鉄平  日本製鉄 技術開発本部 鉄鋼研究所 材料信頼性研究部 主幹研究員 

紙田健二  今治造船 取締役執行役員 

市川和利  日本製鉄 技術開発本部 技術開発企画部 上席主幹 

今城大貴  日本製鉄 九州製鉄所 品質管理部 主幹 

(4) 概要 

日本製鉄、海上・港湾・航空技術研究所、今治造船は船舶の衝突安全性の一層の向上を目指して、厚

鋼板の延性の向上を発案しました（図１）。本発明は、船舶からの大規模油流出防止等の海洋環境保全

を目的として、研究されたものであります。最先端の数値シミュレーションと大型部分構造実験等を駆

使して、具体的に、従来規則値の 1.5 倍以上の鋼材伸びを提案し、その上で日本製鉄は延性向上のため

の冶金原理を確立し、厚鋼板製造条件の高度化、量産化を実現しました。 

船側部に高延性厚鋼板を使用することにより（図２）、衝突による超大型原油タンカー等からの大規

模油漏洩リスクを低減することを可能にしています。高延性厚鋼板は強度・靭性、溶接性などの加工性

も従来鋼と同等であるため、造船所の施工負荷は変わりません。 



 

                   

                  

本技術を採用した船舶は、関係諸機関のご理解も得て、国土交通省告示第 356号の「先進船舶」とし

て税制優遇され、また、国際的な入港料減免制度の評価項目に高延性厚鋼板の採用の有無が追加されて

います。このように社会的、経済的に有益な高延性厚鋼板は、超大型原油タンカー８隻を含めて既に 63

隻（計画を含む）に実装され、日本の海事産業の競争力向上に寄与しています。 

海上・港湾・航空技術研究所は、国連で採択された「持続可能な開発目標」(SDGs)にも合致した活動

（「7. エネルギーをみんなにそしてクリーンに」、「13. 気候変動に具体的な対策を」と「14. 海の豊か

さを守ろう」）を通じて、これからも社会の発展に貢献していきます。 

 

 

【図１ 伸びの改善と衝突安全性の向上】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図２ 超大型原油タンカーへの高延性厚鋼板の適用例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

                   

                  

 

主要特許： 特許第 5893231 号「耐衝突性に優れた船体構造及び船体構造の設計方法」 

特許第 6007968 号「高強度高延性厚板鋼板とその製造方法」 

本研究の一部は、一般財団法人日本海事協会の「業界要望による共同研究」のスキームにより研究支援を受け

て実施しました。 

以 上 

 

 ＜お問い合わせ先＞ 
国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所 
海上技術安全研究所 企画部広報係 
Tel：0422-41-3005 Fax：0422-41-3258  
E-Mail：info2@m.mpat.go.jp 
URL：https://www.nmri.go.jp 
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